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　令和６年度全国労働衛生週間は１０月１日から１０月７日までを本週間(９月１日から９月３０
日までを準備期間)とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示され
ておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋)　
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和２５年の第１回実施以来、今年で第７５回を迎えます。この間、全国
労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活
動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を
続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率
が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き
高い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の
発生が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者
が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕
事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。
　また、過労死等事案の労災認定件数は、令和５年度には１,０９９件となっており、引き続き過労
死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止対策の
推進が必要です。

― 令和６年度　全国労働衛生週間の実施について―
スローガン「推してます　みんな笑顔の　健康職場」

　このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和５年度には８８３件と過去最多となってお
り、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制確保や
取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の９６％を占めており、小規模事
業場における健康確保対策の推進が重要であります。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、４５０件程度で推移し、特定化学物質障害予防規則
等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めています。ま
た、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶ちません。このため、厚生労働省では、
従来、特別規則の対象となっていない化学物質への対策を強化するため、国が行う科学品の危険
性・有害性の分類（GHS分類）で危険性・有害性が区分されている物質全てについて、事業者が自
ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のために講ずべき措置を適切に実施する
制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとするため、ばく露の上限となる濃度基準値の設
定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組みの整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、
行っているところであります。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間約
１,０００人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設さ
れた建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が２０３０年頃をピークとして、増加が見
込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措
置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物などの解体・
改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義
務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第１４次労働災害防止計画（以下、「１４次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の
女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推
進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策
を進めています。
　加えて、「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会」報告書で提言された個
人事業者等の過重労働、メンタルヘルス、健康確保等の対策をもとに、労働政策審議会安全衛生分
科会での議論を経て、個人事業者等が健康に就業するために、個人事業者等が自身で行うべき事
項、個人事業者等に仕事を注文する注文者等が行うべき事項や配慮すべき事項等を周知し、それぞ
れの立場での自主的な取組の実施を促す目的で、「個人事業者等の健康管理に関するガイドライ
ン」を策定し、取組を進めています。
　こうした背景を踏まえ、今年度は、

「推してます　みんな笑顔の　健康職場」
　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図ると
ともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　１０月１日から１０月７日まで。（９月１日から９月３０日までを準備期間とする）
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【令和５年４月から令和６年３月までの監督指導結果のポイント】
１ 令和5年に全国の労働基準監督署で取り扱った賃金不払事案の件数、対象労働者数
　及び金額は以下のとおりです｡(※１,２）
  　　(１) 件　　　　数 ２１,３４９ 件（前年比 ８１８件増）
  　　(２) 対象労働者数 １８１,９０３ 人（同    ２,２６０人増）  
  　　(３) 金　　　　額 １０１億９,３５３万 円（同　１９億２,９６３万円減）  
２ 労働基準監督署が取り扱った賃金不払事案(上記１)のうち、令和５年中に、労働
　基準監督署の指導により使用者が賃金を支払い、解決されたものの状況は以下のとおりです｡
　（※３）
  　　(１) 件　　　　数 ２０,８４５ 件(９７.６％)  
  　　(２) 対象労働者数 １７４,８０９ 人(９６.１％)  
  　　(３) 金　　　　額 ９２億７,５０６万 円(９１.０％)  
  　※１　令和５年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。  
  　※２　倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。  
  　※３　不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。

■監督指導による是正事例（令和５年）

事案の概要

事例１
（業種︓食料品製造業）

◆割増賃金の適正な支払いについて是正勧告（労働基準法第37条第１項違反）

① 月60時間を超える時間外労働に対して、法定の割増率（50％以上）で計算して、支

払うこと。

② 割増賃金の基礎として算入しなければならない賃金を全て足し上げた上で、割増賃金

を再計算し、実際の支払額との差額を支払うこと。

③ 月40時間を超える時間外労働に対する割増賃金を再計算し、固定残業代として支払っ

た割増賃金額との差額を支払うこと。

労働基準監督署の指導

３．監督指導による是正事例（令和５年）

◆過去に遡って正しい単価で割増賃金を再計算し、不足が生じていた労働者に対して、
追加で差額の割増賃金を支払った。

その後の事業場の対応

時間外労働を行っているにもかかわらず36協定届が未届であるとの情報を受け、労働
基準監督署が立入調査を実施したところ以下の実態が認められた。

◆月60時間を超える時間外労働に対して、法定の割増率（50％以上）を下回る割増率で

計算されていた。

◆割増賃金の基礎として算入すべき賃金（役職手当、精勤手当等）を除外して割増賃金

が計算されていた。

◆一部の労働者に対して固定残業代として、月40時間分の割増賃金が支払われていたが、

40時間を超過した時間については割増賃金が支払われていなかった。

①の過半数組合の要件を満たさない場合、②の過半数代表者の選出が適正

に行われていない場合には、36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ても無効に

なり、労働者に法定外の時間外・休日労働を行わせることはできません。

割増賃金の適正な支払い

月60時間を超える割増賃金率の引き上げ
令和５年４月１日から、中小企業の月60時間超に対する割増賃金率が50％以上に引き上げられました。

割増賃金の基礎となる賃金
割増賃金の基礎として算入しない賃金は、①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤

住宅手当、⑥臨時に支払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金の７種類のみとされて
おり、これらに該当しない場合は、割増賃金の基礎に算入する必要があります。

固定残業代
時間外労働等に対する割増賃金を基本給や諸手当にあらかじめ含める方法で支払う場合には、
・就業規則等において、通常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別できるよ
うにする必要があること

・割増賃金に当たる部分の金額が、実際の時間外労働等の時間に応じた割増賃金の額を下回る場合には、
その差額を支払う必要があること

に留意が必要です。

過重労働による労災請求がなされたことを受け、労働基準監督署が立入調査を実施し

たところ以下の実態が認められた。

◆労働時間は、勤怠システムにより管理を行っているが、当該システムに搭載された端数

処理機能を用いて、日ごとの始業・終業時刻のうち15分未満は切り捨て、休憩時間の

うち15分未満は15分に切り上げる処理が行われていた。

◆また、着用が義務付けられている制服への着替えの時間を、労働時間としていなかった。

事案の概要

事例２
（業種︓飲食業）

◆労働時間を適正に把握するため、以下について指導

① 労働時間を適正に把握するための具体的方策を検討・実施すること。

② 過去に遡って、労働時間の状況について労働者に事実関係の聞き取りを行うなど、実

態調査を行い、実際の支払額との差額の割増賃金の支払いが必要になる場合は、追加

で支払うこと。

調査の結果、差額の割増賃金不払いが認められたことから是正勧告

（労働基準法第37条第１項違反）

労働基準監督署の指導

◆労働者へのヒアリングを行って、正しい労働時間数を把握し、再計算の上、差額の割

増賃金を支払った。

◆勤怠システムに搭載された端数処理機能の設定を見直し、始業・終業時刻の切り捨て、

休憩時間の切り上げ処理をやめ、１分単位で労働時間を管理することとした。

◆制服への着替えの時間を、労働時間とすることとした。

その後の事業場の対応

①の過半数組合の要件を満たさない場合、②の過半数代表者の選出が適正

に行われていない場合には、36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ても無効に

なり、労働者に法定外の時間外・休日労働を行わせることはできません。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

労働時間の考え方
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示に

より労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たります。
たとえば、使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定

の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行った時間は
労働時間に該当します。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置
使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記

録することとされています。
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■送検事例（令和５年）

○事業場（法人）及び事業主について

時間外・休日労働の割増賃金を支払っていなかったこと。

労働基準法第37条第1項

○事業場（法人）及び事業主について

定期賃金を所定支払日に全額支払っていなかったこと。

最低賃金法第４条第1項
※賃金を全く支払っていない場合には、労働基準法第24条違反(定期賃金不払)と
最低賃金法第４条違反(最低賃金を下回る支払)の両方に該当しますが、特別法
に当たる最低賃金法第４条違反により送検しています。

労働者から、長期間定期賃金が未払いであるとの相談を端緒に労働基準監督署が立入調査を

実施し、１年以上に渡り定期賃金の全額を各所定支払日に支払っていなかったことから是正

勧告したものの、支払いがなされなかったため、捜査に着手。

捜査の結果、短時間労働者７名に対し、14か月から16か月に渡り、定期賃金の全額（合計

約1,080万円）を各所定支払日に支払っていなかった疑いで、書類送検を行った。

事案の概要

事例１
総額1,000万円を超える定期賃金を支払わなかった疑い

被疑事実

事例２
時間外・休日労働に係る割増賃金を支払わなかった疑い

技能実習生からの賃金不払残業の相談を端緒に調査したところ、時間外・休日労働に対する

割増賃金の一部不払いを確認したため、捜査に着手。

捜査の結果、使用者は、外国人技能実習機構(※)などが行う監査時に指導を受けるおそれがあ

るため、技能実習生５名の実際の時間外・休日労働時間数を過小に偽装し、その少ない時間

数に基づいて、割増賃金を支払っていたことが判明。

割増賃金の一部不払い（合計約330万円）の疑いで、書類送検を行った。

(※) 外国人の技能、技術又は知識の修得等に関し、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた

開発途上地域等への技能等の移転による国際協力を推進することを目的とする機関

被疑事実

送検条文

４．送検事例（令和５年）

事案の概要

送検条文
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事業者の຦さまへ

ٹ ୢ௜৳૫者１پから௏೨൧૵の੥ટを੷められた際の઀୹にごੈৡऎटऔい؛

別๣１

�月はَ૙場の௏೨൧૵実઱ਘ৲月間ُです
َ௏೨൧૵఺ल事後措置の実઱のජೲُとَୢ௜৳૫者との連௚ُをおൢいしऽす

੃੊ਿ਩労働ଂ・労働基準監督署

２�ୢ௜৳૫者との連௚

。協ভけ़॒、௏保ੌ合、৘঴੨国保、国保ੌ合、ુੋੌ合等を指します؟１※
、௜保૫者と事業者が஋ா的に৴௚し、明確な役割分૿とଐ஀な職場୭୆のもとୢ؟ڮ※

労働者の੒ଆ・௏೨づくりを஍果的・஍率的に実行すること。

ٹ ௏೨൧૵の実઱、થ所ৄ者に対するୢపからのਔৄല਄、ୢపのਔৄをྠ案した必要な事後
措置の実઱は、৸て労働਍৸ୋে১に基तऎ事業者の義務です؛

્に小規ெ事業場での実઱率が଩ऎなっていऽす؛事業場の規ெにかかわらず、労働者
の௏೨ଵ৶を適જに講ずるため、事後措置の実઱ऽでජೲしてऎटऔい؛

１�௏೨൧૵఺ल事後措置の実઱のජೲ

ग़ॖ४ইঞンॻリشଓஃ金
のご੧৔はこちら

（ল๕؟令和４年労働਍全ୋ生調査）
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௏൧実施率 ୢప意見ല取率

௏൧実施率م�ل થ所見者に対するୢప意見ല取率م�ل

事業場ૠெل人م

ٛ事業場規ெ別 ௏೨൧૵఺लୢపਔৄല਄の実઱割合ٜ

○ௐ生労働੄では、॥ছ঎ঊঝス２پ等の労働者の௏೨保੅増進のための取ੌに要したા用に対
し、ग़ॖ४ইঞンॻリشଓஃ金で一部ଓஃを行っています。஋ா的にごણ用くटさい。

થ所見者に対するୢపからの意見ല取をٳ
ජೲしましॆう。

○事৏ೈ઼は、ୢపの意見をྠ੧し、必要
があると認めるときに、労働者の実情を
અൟして、必要なೈ઼（಺業場所の૗ಌ、
੿業の転ఌ、労働時間の短ೠ等）を実施
しましॆう。

○事৏ೈ઼を൥ずるに当たってはَ௏೨൧૵
結果に基づき事業者が൥ずべきೈ઼に関す
る指ଉُをご確認くटさい。

ٛ৉ୠਓ業৳௏७ンॱشのご案内ٜ
地域ਓ業保௏७ンॱشでは、労働者数50人未満の小ૠெ事業場への支ରとして、ਓ業ୢ・保௏ప

をଦ઼し、௏൧੥ટにणいてのୢపからのਔৄല਄、শ時間労働者・ৈ५ॺঞ५者に対するએம指
導、ਓ業ୢ等の事業場௰ਖによる৳௏指導、労働者の௏೨に係る૚種ৼ୥などの対ૢをしています
ので、छऱごણ用くटさい。

○保૫者は、ৈೡ者ୢ௜確保法に基づき特定௏೨൧査・特定保௏指導を、௏೨保૫法に基づき
保௏事業を実施し、労働者の੒ଆ・௏೨づくりに取りੌ॒でいます。

○これらの取ੌが着実に進められるよう、保૫者から労働者の௏೨൧૵結果を求められた場合
は、その୼しを઀୹することが事業者に義務づけられていますので、௏೨൧૵結果の઀୹へ
の協力をよろしくおൢいします。
※法൅に基づく઀୹の場合は、第ਕ者઀୹に係る本人৊意は不要です。

௏೨൧૵結果に基づき事業者が
൥ずべきೈ઼に関する指ଉڀ
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◆　令和６年度地域別最低賃金額について
令和６年度の都道府県別最低賃金(時給)が８月２９日に出そろい、厚生労働省
が発表した全国加重平均は、５１円(上昇率５.１%)引き上がって１,０５５円と
なりました。
なお、東京都最低賃金審議会は、最賃を現行より５０円上乗せした１,１６３円
となるよう東京労働局長に答申しており、特に異議申し立てがなければ１０月
１日以降適用となる見込みです。

◆ 新規会員事業場のご案内 ( 令和 6 年 7 月 )  ◆

事業場名

株式会社　労働調査会

住所

豊島区北大塚2-4-5

電話

03-6858-3401

事業内容

出版業

第14次東京労働局労働災害防止計画　推進中！

健康測定コーナーもあります！同時開催

健康測定コーナー 相談コーナー 展示コーナー

〈主催〉 東京労働局／（公社）東京労働基準協会連合会／東京産業保健総合支援センター
〈後援〉 東京都／特別区長会／東京都市長会／東京都町村会／（公社）東京都医師会／
 東京都産業保健健康診断機関連絡協議会／全国労働衛生団体連合会東京都地区協議会／他関係団体

今こそ知ってほしい化学物質の新ルール
～産業保健スタッフは何をすべきか～
今こそ知ってほしい化学物質の新ルール
～産業保健スタッフは何をすべきか～

産業保健フォーラム
IN TOKYO 2024
産業保健フォーラム
IN TOKYO 2024

10：20

10：30～
　11：45

【特別講演】
自律的化学物質管理と産業保健

株式会社MOANA土肥産業医事務所 代表　土肥 誠太郎 氏

13：30～
　14：00

事例発表①
わが社の化学物質管理について

興和不動産ファシリティーズ株式会社 クリーン業務部 部長代理　金子 明 氏

事例発表②
化学物質ばく露低減における当社の取組み事例について

三井化学株式会社 岩国大竹工場健康管理室 衛生工学衛生管理者
日測協認定オキュペイショナルハイジニスト（IOHA認証） 　　　　　河野 亮 氏

14：00～
　14：30

事例発表③
建設業における化学物質取扱作業リスク管理マニュアルについて

建設業労働災害防止協会 技術管理部 部長　西田 和史 氏
14：30～
　15：00

15：00～
　15：30

参加費
無料!!

化学物質管理に関する留意点について 東京労働局労働基準部健康課

錦糸町駅
JR総武線

錦糸町ランプ

本村橋
都営新宿線

首都高速7号線

新大橋通り

小名木川
小名木川
クローバー橋

スポーツ会館

男女共同参画推進センター

京葉道路

住吉駅

四
ツ
目
通
り

交
番
Ａ
４
出
口

半
蔵
門
線

猿江恩賜公園

ティアラこうとう
江東公会堂

至 両国

電車利用の場合
地下鉄　都営新宿線・東京メトロ半蔵門線「住吉」駅下車A4出口より徒歩4分

バス利用の場合
①東22系統　錦糸町駅～東陽町駅「住吉駅前」下車徒歩5分
②錦11系統　錦糸町駅～築地駅「住吉駅前」下車徒歩5分
③錦28系統　錦糸町駅～東大島駅「江東公会堂前」下車徒歩1分

会場案内

ご記入頂いた個人情報につきましては、本大会の的確な実施のために使用するもので、これ以外の目的には使用しません。

申込先

申し込みは、Webでお願いします。

公益社団法人  東京労働基準協会連合会
〒102‒0084　東京都千代田区二番町9‒8
TEL　03‒6380‒8305

https://www.toukiren.or.jp/shf2024.html



　令和６年度全国労働衛生週間は１０月１日から１０月７日までを本週間(９月１日から９月３０
日までを準備期間)とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示され
ておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋)　
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和２５年の第１回実施以来、今年で第７５回を迎えます。この間、全国
労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活
動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を
続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率
が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き
高い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の
発生が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者
が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕
事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。
　また、過労死等事案の労災認定件数は、令和５年度には１,０９９件となっており、引き続き過労
死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止対策の
推進が必要です。

　このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和５年度には８８３件と過去最多となってお
り、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制確保や
取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の９６％を占めており、小規模事
業場における健康確保対策の推進が重要であります。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、４５０件程度で推移し、特定化学物質障害予防規則
等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めています。ま
た、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶ちません。このため、厚生労働省では、
従来、特別規則の対象となっていない化学物質への対策を強化するため、国が行う科学品の危険
性・有害性の分類（GHS分類）で危険性・有害性が区分されている物質全てについて、事業者が自
ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のために講ずべき措置を適切に実施する
制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとするため、ばく露の上限となる濃度基準値の設
定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組みの整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、
行っているところであります。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間約
１,０００人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設さ
れた建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が２０３０年頃をピークとして、増加が見
込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措
置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物などの解体・
改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義
務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第１４次労働災害防止計画（以下、「１４次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の
女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推
進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策
を進めています。
　加えて、「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会」報告書で提言された個
人事業者等の過重労働、メンタルヘルス、健康確保等の対策をもとに、労働政策審議会安全衛生分
科会での議論を経て、個人事業者等が健康に就業するために、個人事業者等が自身で行うべき事
項、個人事業者等に仕事を注文する注文者等が行うべき事項や配慮すべき事項等を周知し、それぞ
れの立場での自主的な取組の実施を促す目的で、「個人事業者等の健康管理に関するガイドライ
ン」を策定し、取組を進めています。
　こうした背景を踏まえ、今年度は、

「推してます　みんな笑顔の　健康職場」
　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図ると
ともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　１０月１日から１０月７日まで。（９月１日から９月３０日までを準備期間とする）

育ు休業給付金のண請手ਢきを行う事業主の຦஘へع

令和７年４月から৳育所等に入れなかったことを৶૓とする育ు休業ஔ付金の支ஔ対଴期間భশ

手ਢきが૗わりऽす؛�

これまでは、保育所等のਹ用をணし੢॒टものの、当એ入所できないことについて、৘ય঴੨の発行する入所

保留通知書などによりభ長の要੯を確認していましたが、令和７（2025）年４月より、これまでの確認に加

え、保育所等のਹ用ணし੢ाが、சやかな職場୮షのために行われたものであると認められることが必要にな

ります。ถしくは下੶のリشইঞॵॺをご૞සくटさい�

�

 
 

下記ＵＲＬ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000160564_00040.html 
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ハローワーク池袋だより
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　令和６年度全国労働衛生週間は１０月１日から１０月７日までを本週間(９月１日から９月３０
日までを準備期間)とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示され
ておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和６年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋)　
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和２５年の第１回実施以来、今年で第７５回を迎えます。この間、全国
労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活
動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を
続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率
が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き
高い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の
発生が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者
が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕
事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。
　また、過労死等事案の労災認定件数は、令和５年度には１,０９９件となっており、引き続き過労
死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康障害の防止対策の
推進が必要です。

　このうち、特に精神障害による労災認定件数は令和５年度には８８３件と過去最多となってお
り、メンタルヘルス対策をさらに強化していく必要があります。
　さらに、労働者の健康確保において、産業医の選任義務のない小規模事業場における体制確保や
取組の推進が大きな課題となっています。これらの事業場は全体の９６％を占めており、小規模事
業場における健康確保対策の推進が重要であります。
　化学物質による休業４日以上の労働災害は、４５０件程度で推移し、特定化学物質障害予防規則
等の特別規則の規制の対象となっていない物質を起因とするものが全体の８割を占めています。ま
た、化学物質等による重大な遅発性の職業性疾病も後を絶ちません。このため、厚生労働省では、
従来、特別規則の対象となっていない化学物質への対策を強化するため、国が行う科学品の危険
性・有害性の分類（GHS分類）で危険性・有害性が区分されている物質全てについて、事業者が自
ら行ったリスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のために講ずべき措置を適切に実施する
制度を導入しました。この仕組みを実効あるものとするため、ばく露の上限となる濃度基準値の設
定、危険性・有害性に関する情報伝達の仕組みの整備・拡充を行うため、所要の法令改正を順次、
行っているところであります。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間約
１,０００人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設さ
れた建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が２０３０年頃をピークとして、増加が見
込まれる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措
置が適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物などの解体・
改修工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義
務化など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第１４次労働災害防止計画（以下、「１４次防」という。）におい
て、令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の
女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推
進」、「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策
を進めています。
　加えて、「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会」報告書で提言された個
人事業者等の過重労働、メンタルヘルス、健康確保等の対策をもとに、労働政策審議会安全衛生分
科会での議論を経て、個人事業者等が健康に就業するために、個人事業者等が自身で行うべき事
項、個人事業者等に仕事を注文する注文者等が行うべき事項や配慮すべき事項等を周知し、それぞ
れの立場での自主的な取組の実施を促す目的で、「個人事業者等の健康管理に関するガイドライ
ン」を策定し、取組を進めています。
　こうした背景を踏まえ、今年度は、

「推してます　みんな笑顔の　健康職場」
　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図ると
ともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　１０月１日から１０月７日まで。（９月１日から９月３０日までを準備期間とする）

88

　当協会主催講習会等についての内容、お申し込みは同封のご案内か当協会ホームページをご覧ください。
他地区協会との共催講習会の内容、お申し込みは当協会ホームページをご覧ください。
　なお、講習会等については中止となることもありますので、ホームページをご覧になるか、事務局までお尋
ねください。
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2024年（令和６年）4月～2025年(令和７年）３月講習会等実施計画（予定）

協会ホームページ　http://www.ikerokyo.or.jp/
講習会等申込書、入会申込書をダウンロードできます。　講習会等のご案内については、随時更新いたします。

令和６年度
豊島・板橋・練馬地区　年末年始労働災害防止推進大会
( 注：これまで開催してきた地区安全衛生推進大会に変わるものです )

　池袋労働基準監督署・( 一社 ) 池袋労働基準協会 ・建設業労働災害防止協会東京支部
豊島･板橋･練馬分会主催、( 一社 ) 豊島産業協会・( 一社 ) 板橋産業連合会・( 一社 ) 練馬
産業連合会・東京都トラック協会豊島・板橋・練馬支部協賛、その他関係団体賛助により
開催いたします。
事業主及び安全衛生担当者をはじめ関係者の方々が多数ご出席下さるよう、ご案内申し上
げます。　

　開催日時　　令和 6年 11 月 28 日（木）　午後 1時 30 分～

　開催場所　　IKE・Biz6 階多目的ホール／豊島区西池袋 2－37－4

　内　　容　　安全衛生活動の事例発表・特別講演 他

　　　　　　　※内容、お申し込みは同封のご案内か当協会ホームページをご覧下さい。


